
財務ハイライト
百万円

営業収益

営業利益

 賃貸

 分譲

 マネジメント

 その他

 消去他

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

総資産

販売用不動産

有形・無形固定資産

 資本的支出

 減価償却費

有利子負債

自己資本

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

EPS（1株当たり純利益）（円）

BPS（1株当たり純資産）（円）

配当金（円）

発行済株式数（千株）

ROA（％）

ROE（％）

D/Eレシオ（倍）

自己資本比率（%）

総還元性向（%）

¥1,445,644

148,184

104,352

23,059

41,579

481

△21,287

123,066

59,451

4,390,074

915,222

2,503,977

72,355

59,022

2,120,225

1,181,174

99,684

△71,132

△7,944

101,588

67.6

1,344.9

22.00

881,424

3.66

5.27

1.80

26.9

32.5

¥1,515,252

172,567

109,205

27,099

49,945

7,263

△20,947

144,587

76,843

4,548,822

961,449

2,526,139

148,255

56,030

2,040,071

1,274,355

189,903

△44,056

△123,713

127,337

87.5

1,451.1

22.00

881,424

4.07

6.26

1.60

28.0

25.1

¥2,007,554

203,770

120,777

118,213

39,969

△27,215

△47,974

168,865

129,576

7,741,972

1,930,528

3,796,800

565,266

98,196

3,623,438

2,555,885

187,862

△131,035

△66,565

187,723

134.4 

2,656.4 

44.00

965,281

2.84

5.22

1.42

33.0 

44.2 

¥2,100,870

244,978

129,983

138,343

57,205

△29,641

△50,912

224,940

176,986

8,208,012

2,051,704

3,914,135

272,389

111,500

3,667,234

2,796,474

271,469

△210,057

△139,600

142,682

184.4

2,942.1

55.00

959,474

3.31

6.61

1.31

34.1

46.6

¥2,269,103

305,405

149,153

145,711

63,383

△4,239

△48,603

265,358

196,998

8,841,396

2,163,634

4,293,130

386,592

125,298

4,048,531

2,900,726

297,708

△422,034

111,448

132,310

207.9

3,107.3

62.00

948,451

3.86

6.92

1.40

32.8

44.9

¥1,905,642

280,617

145,893

123,745

55,670

2,291

△46,982

258,510

183,972

7,395,359

1,907,839

3,753,141

379,279

91,434

3,481,117

2,408,679

87,094

△532,806

467,751

179,472

188.3

2,480.3

44.00

979,250

4.18 

7.74 

1.45 

32.6 

36.9 

¥1,529,036

186,074

107,863

45,493

49,317

9,203

△25,804

163,373

100,185

5,067,187

1,031,080

2,788,633

273,487

61,242

1,976,150

1,871,922

30,343

△261,640

221,508

118,960

103.8

1,894.3

25.00

991,424

4.10

6.37

1.06

36.9

24.1

¥1,567,969

202,482

124,112

44,525

52,446

11,888

△30,490

182,521

117,722

5,363,477

1,167,745

2,968,975

207,172

67,460

2,226,236

1,922,305

32,154

△239,719

201,110

109,966

119.1

1,945.4

30.00

991,424

4.14

6.20

1.16

35.8

25.2

¥1,704,416

232,698

135,774

65,285

53,838

10,901

△33,102

219,607

131,815

5,551,751

1,334,167

2,967,788

173,745

71,357

2,287,489

1,984,635

227,432

△201,583

15,071

148,546

133.4

2,008.4

34.00

991,424

4.59

6.75

1.15

35.7

25.5

¥1,751,114

245,902

138,338

83,010

48,727

12,312

△36,487

240,341

155,874

6,284,723

1,524,863

3,318,928

440,752

70,167

2,604,656

2,204,882

30,143

△365,464

289,150

100,708

157.7

2,231.1

40.00

991,424

4.58

7.44

1.18

35.1

35.0

¥1,861,195

262,147

141,945

98,037

53,445

10,890

△42,171

254,106

168,661

6,802,731

1,630,558

3,500,482

390,514

79,034

2,906,610

2,342,512

216,709

△388,895

231,238

157,682

171.3

2,384.8

44.00

991,424 

4.44

7.42

1.24

34.4

35.1

※ 販売用不動産：販売用不動産＋仕掛販売用不動産＋開発用土地＋前渡金
※ 有利子負債：短期借入金＋NR短期借入金＋CP＋短期償還社債＋NR短期償還社債＋社債＋NR社債＋長期借入金＋NR長期借入金
※ ROA：（営業利益＋営業外収益）／総資産期首期末平均残高
※ ROE：親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本期首期末平均残高
※ D/Eレシオ：有利子負債／自己資本

20222021

経営成績

財務状態

キャッシュ・フロー

1株当たり指標

財務指標

年度 2015201420132012 2019201820172016 2020
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詳細は、「ESG Report 2023」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/非財務ハイライト

年度

うちScope1

うちScope2

うちScope3

エネルギー消費量※2

水使用量（取水量）※2

水使用量（排水量）※2

廃棄物排出量※2

従業員数（連結）

うち三井不動産（単体）

女性管理職比率（単体）※3

女性総合職比率（単体）※3

女性採用比率（単体）

障がい者雇用率（単体）※4

1人当たり研修時間（単体）※5

1人当たり研修投資額（単体）※6

有給休暇取得日数

育児休業取得者の復帰率（単体）

健康診断・人間ドック受診率（単体）

社員エンゲージメント（単体）※8

人材指標

環境指標※1

千t-CO2

千t-CO2

千t-CO2

千t-CO2

MWh

千m3/年

千m3/年

t/年

人

人

%

%

％

％

時間

万円

日

人

人

％

％

％

％

5,076

90

395

4,591

1,454,755

5,407

5,595

47,271

19,081

1,577

3.3

11.0

41.3

1.77

16.9

ー

14.1

100.0

99.5

0.77

ー

4,383

104

413

3,865

1,488,256

5,726

5,539

47,188

20,864

1,678

4.5

12.5

39.5

2.04

20.0

ー

14.9

100.0

99.8

0.53

ー

4,199

140

438

3,621

3,653,327

11,849

10,445

112,375

24,408

1,898

6.8

16.5

40.5

2.14

21.8

ー

15.0

100.0

100.0

0.81

ー

5,503

183

457

4,863

3,935,352

14,210

12,545

127,369

24,706

1,973

7.7

18.0

44.1

2.52

28.2

13.1

16.2

100.0

100.0

0.66

92

2018 2019 2021

4,690

115

363

4,211

1,433,237

5,365

4,711

38,080

23,992

1,776

5.7

14.3

37.5

2.07

19.8

ー

13.8

100.0

99.5

0.51

ー

2020 2022単位項目

温室効果ガス（GHG）排出量
（SBT基準に基づく）

フルタイム従業員の
自己都合離職率（単体）

育児休業取得者数（比率）　
男性（単体）※7

育児休業取得者数（比率）　
女性（単体）

59
（122.9%）

22
（100%）

27
（84.4%）

15
（100.0%）

25
（61.0%）

10
（100.0%）

28
（70.0%）

13
（100.0%）

38
（79.2%）

20
（95.2%）

三井不動産（単体）　従業員年代別構成（2022年4月1日時点）

10代男性 0.2%

10代
男女比率

男性

3人
60.0％

女性

2人
40.0％ 20代

男女比率

男性

214人
48.5％

女性

227人
51.5％

30代
男女比率

男性

330人
50.5％

女性

324人
49.5％

40代
男女比率

男性

190人
56.4％

女性

147人
43.6％

50代
男女比率

男性

291人
75.4％

女性

95人
24.6％

60代以上
男女比率

男性

87人
85.3％

女性

15人
14.7％

20代男性 11.1%

30代男性 17.1%

40代男性 9.9%

50代男性 15.1%

60代以上男性 4.5%

10代女性 0.1%

各年代別構成（集計方法の関係で、以下の合計値と上記合計値に差異がございます）

20代女性 11.8%

30代女性 16.8%

40代女性 7.6%

50代女性 4.9%

60代以上女性 0.8%

全年代男女比率

1,115人（57.9%）男性

810人（42.1%）女性

※1 三井不動産および連結子会社のうち、建物保有会社もしくは従業員100人以上の会社が保有する施設となります。集計範囲・方法の見直し等により数値が変動する可能性があります。
※2 2018～2020年度：対象範囲は原則として「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づいて報告義務のある施設となります。ただし、一部の施設を除きます。　
※3 翌年度4月1日の数字。
※4 当該年度6月1日の数字。2023年度は2.74%。
※5 研修時間を正社員数で除した数字。
※6 研修投資額を正社員数で除した数字。
※7 2021年度以前は育児目的休暇の取得率。2022年度は分母は該当年度に配偶者が出産した男性社員の数、分子は該当年度に出生時育児休業・育児休業・育児を目的とした休暇制度に
よる休暇のいずれかを取得した男性社員の数です。配偶者が出産した年度と、育児休業等を取得した年度が異なる男性社員がいる場合、100%を超えることがあります。

※8 「当社で働いていることを誇りに思う」に5段階で上位２つに回答した割合
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財務分析（2022年度）

営業収益
（十億円）

2021202020192018

2,100.82,007.51,905.61,861.1

営業利益
（十億円）

2021202020192018

244.9
203.7

280.6262.1 

2021202020192018

176.9

129.5

183.9
168.6

2022（年度）

2,269.1

2022（年度）

305.4

2022（年度）

196.9
親会社株主に帰属する当期純利益
（十億円）

当連結会計年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症抑制と経済
活動の両立が進み、緩やかな持ち直しの動きが続きました。一方、ロシアに
よるウクライナ侵攻の長期化、米中関係の緊張、台湾・中国間の両岸問題
といった地政学的リスク、エネルギー価格および原材料価格の上昇、世界
的な金融引き締め等により、先行きの不透明感が一層高まりました。
当不動産業界では、オフィス賃貸事業については、働き方の変化に伴うオ
フィスの集約や縮小の動きが一部で見られたものの、リアルなコミュニケー
ションの重要性を意識した館内増床や拡張移転の動きもあり、都心の好立
地物件を中心として堅調に推移しました。商業施設賃貸事業については、
上半期を中心に新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上・客数が伸
び悩んだものの、秋以降は、新型コロナウイルス感染症に対する人々の意
識が変化したことによる来館者の増加等を受け、回復基調で推移しました。
ホテル施設運営事業については、宿泊主体型ホテルやリゾートホテルにお
いて、上半期は入国制限等の影響により、引き続き厳しい状況となりました
が、秋以降は入国制限の緩和や円安によるインバウンドニーズの戻りに加
え、「全国旅行支援」による国内旅行の活性化を追い風に、首都圏を中心
に急速に回復しました。物流施設賃貸事業については、EC事業拡大等に
よる物流施設への需要の高まりから、新規供給面積が増えるなど、市場規
模の拡大が継続しました。住宅分譲事業については、住環境に対する関心
の高まりやニーズの多様化、低金利の継続等により、顧客の購入意欲は高
い状況が続き、マーケットは好調に推移しました。
このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、六本木、日比谷に
続く3施設目の東京ミッドタウンとして、「JAPAN VALUEを世界に発信し
続ける街」という理念のもと、「東京ミッドタウン八重洲」（東京都中央区）を
開業させました。新型コロナウイルス感染症による働き方の不可逆的な変
化を捉え、多様なニーズに合わせた最適な働き方や、快適でプレミアムなビ
ジネスライフの実現を支援する、ポストコロナ時代の「行きたくなるオフィス」
を提案することで、テナント企業から高い評価を受けました。当社グループの
海外事業における旗艦物件に位置付けられる「50ハドソンヤード」（米国・
ニューヨーク）については、オフィスを「対面によるコラボレーションを通じた
新たな価値創造を促す場」として戦略的に捉える企業から高く評価され、順
調なリーシング状況のなかで竣工を迎えました。また、新たに開業させた「三
井ショッピングパークららぽーと堺」（大阪府堺市）では、スポーツやエンター
テインメントを主軸とした施設づくりにより、多くのお客様にご来館いただき、
好調なスタートを切りました。さらに「フォーシーズンズホテル東京大手町」
（東京都千代田区）等のラグジュアリーホテルを中心に、的確なマーケティ
ングにより、秋以降のインバウンドの戻りに伴う高額宿泊ニーズを捉え、競
合施設との差別化を実現いたしました。
また、さまざまな社会課題の解決を通して、持続可能な社会の構築に貢献
することが、「＆マーク」の理念を掲げる当社グループの社会的使命であると
認識しており、特に「脱炭素社会の実現」と「ダイバーシティ＆インクルージョ
ンへの取り組み」を最重要課題と位置付け、積極的に取り組んでおります。
「脱炭素社会の実現」については、2021年11月に策定した、「脱炭素社
会実現に向けたグループ行動計画」に基づき、新築物件におけるZEB
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）/ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）水準
の環境性能実現、国内全施設における電力グリーン化等の再生可能エネ
ルギーの積極活用、メガソーラー事業の拡大など、さまざまな施策を着実に

推進してまいりました。また、国内不動産会社では過去最高額のグリーンボ
ンドを「東京ミッドタウン八重洲」の開発資金に充当するなど、サステナブル
ファイナンスによる資金調達も行ってまいりました。このような取り組みの結
果、当社は、国際的な環境調査・情報開示を行う非営利団体であるCDPよ
り、気候変動部門において最高評価にあたる「CDP2022 気候変動Aリス
ト」に2年連続で選定されました。
また、「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」については、「ダイバーシティ
＆インクルージョン推進宣言」とその取り組み方針に基づき、特に女性活躍
推進を重要なテーマと定め、社外のロールモデルによる座談会を実施するな
ど、多様なマネジメント像について学ぶ機会の提供、各本部・各部門がそれぞ
れ女性活躍推進施策を議論・策定したうえで主体的に実行する仕組みづく
り、当社グループ各社における女性活躍推進に向けたロードマップ策定とそ
の実行など、当社グループ全体での取り組みを進めてまいりました。このよう
な取り組みの結果、経済産業省と東京証券取引所が女性活躍推進の分野
で、業種ごとに最も優れた企業を選定する「なでしこ銘柄」に選ばれました。
さらに、「サステナブル調達基準」の当社グループ内および取引先への周
知徹底や、人権デューデリジェンスの対象拡大等、「ビジネスと人権」の取り
組みを進めたほか、当社グループ全体で生物多様性に配慮した事業活動
を行うとともに、サプライチェーンにおける生物多様性への影響に配慮する
とした「三井不動産グループ生物多様性方針」を策定するなど、重要な

ESG課題についても当社グループ全体で取り組んでまいりました。
これらのさまざまな施策を通じて、営業収益、営業利益、経常利益、親会社
株主に帰属する当期純利益のすべてにおいて、期中に公表した連結業績
予想を上回る結果となりました。

事業セグメント別の状況

2022
（年度）

2021

754.3
668.1

営業収益
（十億円）

2022
（年度）

2021

149.1
129.9

営業利益
（十億円）

期末国内住宅分譲 完成在庫推移 （単位：戸）

年度

中高層分譲

戸建分譲

合計
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「50ハドソンヤード（米国・オフィス）」の収益・利益の拡大に加え、既存商業
施設の前期比での回復、「ららぽーと福岡（商業）」「ららぽーと堺（商業）」
の新規開業効果等により、セグメント全体では、861億円の増収、191億円
の増益となり、売上高・営業利益ともに過去最高を更新しました。なお、当期
末における当社の首都圏オフィス空室率（単体）は3.8％（当第3四半期末
の6.4％から2.6pt改善）となりました。

賃貸

分譲

国内住宅分譲は、「パークコート千代田四番町」等の引渡しの進捗等によ
り増収増益となりました。投資家向け・海外住宅分譲等は、資産回転の継
続により、投資家等への国内・海外の物件売却を推進し、前期と同様、

1,000億円を超える営業利益を計上しました。セグメント全体では、31億円
の減収、73億円の増益となり、営業利益は過去最高を更新しました。なお、
国内の新築マンション分譲の次期計上予定戸数3,350戸に対する契約
達成率は77.5％となりました。

（%）

3.2
3.8

3.1
3.8

3.3 3.2
2.6

3.4

2.2

1.7 1.9

201820172016201520142012 2013 2019 2022
（年度）

2020 2021

事業環境と営業概況
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事業セグメント別の状況 財政状態（連結）

（単位：百万円）

2022
（年度）

2021

営業収益
（十億円）

445.9
429.3

2022
（年度）

2021

営業利益
（十億円）

63.3
57.2

2022
（年度）

2021

営業収益
（十億円）

428.2

359.4

2022
（年度）

2021

△4.2

△29.6

営業利益
（十億円）

年度 2021 2022

 

プロパティマネジメント
収益 ¥321,572

31,296

107,777

25,909

429,350

57,205

営業利益

仲介・
アセットマネジメント等

収益

営業利益

収益合計

営業利益合計

¥334,973

37,547

110,950

25,836

445,924

63,383

年度 2021 2022

新築請負

施設営業

東京ドーム

その他

収益合計

営業利益合計

¥158,307

46,803

59,388

95,000

359,499

△29,641

¥150,741

93,930

73,142

110,394

428,209

△4,239

（単位：百万円）

プロパティマネジメントは、リパーク（貸し駐車場）における前期比での稼働
向上や費用削減効果等により増収増益となりました。仲介・アセットマネジ
メント等は、プロジェクトマネジメントフィーが増加した一方で、リハウス事業
（個人向け仲介）における経費の増加等により増収微減益となりました。セ
グメント全体では、165億円の増収、61億円の増益となり、売上高・営業利
益ともに過去最高を更新しました。

マネジメント

ホテル・リゾートのRevPARが大幅に改善したことや、東京ドームにおいて
稼働日数・来場者数が増加したこと等により、セグメント全体では、687億円
の増収、254億円の営業損失の改善となり、売上高は過去最高を更新しま
した。

その他

2022
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2021

8,208.0

総資産
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3.3

3.9
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（%）
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3,481.1 3,623.4 3,667.2
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4,048.5
有利子負債
（十億円）

2022
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7.4 7.7

5.2

6.6
6.9
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（%）

2022
（年度）

2021202020192018

1.24
1.45 1.42

1.31
1.40

D/Eレシオ
（倍）

2021202020192018

2,420.8 2,486.5 2,655.9
2,913.7

2022
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3,031.2

34.4 32.6 33.0 34.1 32.8

純資産／自己資本比率
純資産（十億円） 自己資本比率（％）

当期末の総資産は、8兆8,413億円となり、前期末比で6,333億円増加し
ました。主な増減としては、販売用不動産（仕掛販売用不動産、開発用土
地、前渡金を含む）が1,119億円増加、新規投資等により有形・無形固定
資産が3,789億円増加し、また、投資有価証券が時価評価等により411
億円増加しました。なお、当期の設備投資額は3,865億円、減価償却費は

1,252億円でした。

資産

当期末の純資産合計は、3兆312億円となり、前期末比で1,174億円の
増加となりました。これは、利益剰余金が1,090億円、為替換算調整勘定
が572億円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が448億円減
少したこと等によります。当期末の自己資本比率は32.8％と前期末の

34.1％から低下し、D/Eレシオ（有利子負債/自己資本）は1.40倍と前期末
の1.31倍から上昇しました。なお、1株当たり純資産額は、3,107.37円（前
期末は2,942.11円）となりました。

純資産

負債

当期末の有利子負債（短期借入金、ノンリコース短期借入金、コマーシャ
ル・ペーパー、1年内償還予定の社債、ノンリコース1年内償還予定の社
債、社債、ノンリコース社債、長期借入金、ノンリコース長期借入金の合計

額）は、4兆485億円となり、前期末比で3,812億円増加しました。なお、資
金調達の流動性補完を目的として、コミットメントラインを複数の金融機関と
の間で設定しており、未使用のコミットメントラインが4,000億円あります。ま
た、当期末の流動比率（流動資産／流動負債）は、前期末の201％から低
下し183％となりました。
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キャッシュ・フロー（連結） 株主還元

2024年3月期の見通し

賃貸等不動産関係

※ フリー・キャッシュ・フロー＝営業キャッシュ・フロー＋投資キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー
（十億円）

2021202020192018

216.7

87.0

187.8

271.4

2022
（年度）

297.7

投資活動によるキャッシュ・フロー
（十億円）

2021202020192018

△388.8

△532.8

△131.0
△210.0

2022
（年度）

△422.0

フリー・キャッシュ・フロー
（十億円）

△172.1

△445.7

56.8 61.4

2021

△124.3

2022
（年度）

202020192018

（注） １． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除し
た金額です。

 2． 連結会計年度末の時価は、原則として「不動産鑑定評価基準」に基づき自社の鑑定部門に
て算定した価額です。

 3． 2021年度における期中増減額のうち、主な増減額は不動産取得（183,902百万円）による
増加、販売用不動産への振替（41,166百万円）、不動産売却（37,626百万円）による減少
等です。

 4． 2022年度における期中増減額のうち、主な増減額は不動産取得（319,630百万円）による
増加、販売用不動産への振替（9,850百万円）による減少等です。

年度

¥3,106,548

326,650

3,433,199

6,695,820

3,262,621

2021

¥3,029,628
76,920

3,106,548
6,136,879
3,030,331

期中増減額

期末残高

期首残高

賃貸等不動産
連結貸借対照表計上額

期末時価

含み益

2022

（単位：百万円）

当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末比で103億円減
少し、1,323億円となりました。

キャッシュ・フロー（連結）

当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸
用のオフィスビル、商業施設等を有しております。2022年3月期における当
該賃貸等不動産に関する賃貸損益は127,249百万円（賃貸収益は営業
収益に、賃貸費用は営業原価に計上されています）、減損損失は8,048百
万円、固定資産売却益は6,682百万円（減損損失は特別損失、固定資産
売却益は特別利益に計上されています）であり、2023年3月期における当
該賃貸等不動産に関する賃貸損益は146,478百万円（賃貸収益は営業
収益に、賃貸費用は営業原価に計上されています）、固定資産除却損は

2,204百万円（固定資産除却損は特別損失に計上されています）です。ま
た、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、連結会計年度増減額
及び連結会計年度末の時価は、右のとおりです。

当期は、営業活動により2,977億円の増加となりました。これは、税金等調
整前当期純利益2,959億円や減価償却費1,252億円等によるもので
す。一方で、法人税等の支払額または還付額1,098億円等による減少が
ありました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

当期は、投資活動により4,220億円の減少となりました。これは、有形及び
無形固定資産の取得による支出3,627億円、投資有価証券の取得によ
る支出948億円等によるものです。一方で、預り敷金保証金の受入による
収入517億円、投資有価証券の売却による収入505億円等による増加
がありました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

当期は、財務活動により1,114億円の増加となりました。これは、借入金の
調達等によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フロー

2022年度の1株当たりの年間配当金 62円

自己株式の取得
2023年2月15日～2023年3月20日 300億円

（実施済）

親会社株主に帰属する
当期純利益に対する総還元性向 44.9％

当社は、中長期的な視点で、利益の再投資を通して企業価値を高めること
で、株主価値の向上を図るとともに、事業環境や業績、財務状況などを総
合的に勘案したうえで、株主の皆様への利益還元を行っております。利益
還元につきましては、安定的かつ継続的な株主還元が重要という認識のも
と、安定的な配当の実施に努めるとともに、資本効率の向上を目的として機
動的な自己株式取得を実施することとしており、総還元性向につきまして
は、親会社株主に帰属する当期純利益の45%程度を目途としております。

2024年3月期の業績予想については、売上高は当期比308億円増収の

2兆3,000億円、営業利益は同比245億円増益の3,300億円、経常利益
は同比203億円減益の2,450億円の見込みです。また、親会社株主に帰
属する当期純利益は、同比130億円増益の2,100億円の見込みです。

2023年3月期の業績および上記の株主還元方針を総合的に勘案した結
果、2023年3月期（第111期）の年間配当金につきましては1株当たり62
円（中間配当金は30円、期末配当金は32円）といたしました。（2022年3
月期（第110期）の年間配当金は1株当たり55円（中間配当金は22円、期
末配当金は33円）。）

配当

事業セグメント別の見通し

当社グループ内の業績管理の方法を一部見直したことにより、2023年度
より報告セグメントとして「施設営業」を新設し、従来の「賃貸」「分譲」「マネ
ジメント」「その他」の4区分から「賃貸」「分譲」「マネジメント」「施設営業」
「その他」の5区分へ変更します。セグメント新設に伴い、当年度まで、「その
他」に含まれていた施設営業事業、東京ドーム事業の一部を「施設営業」
セグメントに集約し、施設営業事業については、「ホテル・リゾート」、東京ドー
ム事業については、「スポーツ・エンターテインメント」に名称変更します。ま
た、「その他」セグメントに含まれている新築請負事業については、同じく「そ
の他」セグメントに含まれているリフォーム事業および部資材販売事業を集
約し、「新築請負・リフォーム等」に名称変更いたします。
「賃貸」セグメントは、当期竣工の「東京ミッドタウン八重洲」「50ハドソン
ヤード」「ららぽーと堺」の収益寄与や、商業施設の施設売上回復等による
増収・増益を見込みます。

「分譲」セグメントは、国内住宅分譲における営業利益率向上および分譲
戸数増、投資家向け分譲における継続的な資産入替により、セグメント全
体では減収・増益を見込みます。
「マネジメント」セグメントは、当期に引き続き個人向け仲介事業やリパーク
（貸し駐車場事業）は堅調に推移する一方、グループ各社のDX関連費、人
件費増等を織込み、増収・減益を見込みます。
「施設営業」セグメントは、ホテル・リゾートにおける国内外の旅行需要の取
込みや、東京ドーム事業の集客および飲食・物販需要の回復等を織込み、
セグメント全体では増収・増益および黒字回復を見込みます。
「その他」セグメントは、新築請負事業等の国内外の受注回復を織込み、セ
グメント全体として増収・増益および黒字回復を見込みます。
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すまいとくらしの連携本部

業務推進室

※ 掲載の情報は2023年4月1日時点のものです。

S&E
総合研究所ケアデザイン室 建設企画部 不動産投資

研究所

鑑定企画室 三井グループ
350周年記念事業推進室

企画調査部 経営企画部

IFRS準備室

IR室

経理部

人材開発室

D&I推進室

人事部 広報部 秘書部 監査室

東京ミッドタウン
事業部

豊洲プロジェクト
推進部

柏の葉街づくり
推進部五反田開発部 開発企画部

株主総会

報酬諮問委員会

指名諮問委員会

経営会議

取締役会監査役会

監査役室

社長
監査役

商業施設本部

業務推進室

ソリューションパートナー本部

ソリューション企画室

事業開発部 産学連携推進部

先端技術領域
連携室

法人
ソリューション部

公共法人室

ビルディング本部

業務推進室

ワークスタイル
推進部

ビルディング
事業一部

ビルディング
事業二部

ビルディング
事業三部

ビルディング
事業企画部

運営企画
一部

運営企画
二部

ロジスティクス本部

業務推進室

ロジスティクス
営業部

ロジスティクス
事業部

ロジスティクス
運営部

ロジスティクス
事業企画部

業務推進室

海外事業本部

海外事業
三部

海外事業
二部

海外事業
一部

業務推進室

ホテル・リゾート本部

京都支店 事業二部 事業一部 総務部

九州支店 中国支店 関西支社 中部支店 横浜支店 千葉支店 東北支店 北海道支店

法人営業
二部

法人営業室

営業企画室

リージョナル
事業部施設管理部 アーバン

事業部
商業施設
営業一部

商業施設
営業二部

商業施設
営業三部

商業施設
運営二部

関内プロジェクト
推進準備室

イノベーション
推進室

総務部

レッツ
資産活用部

東京ドーム
事業部

DX本部

DX
二部

DX
三部

DX
一部

ホテル・リゾート
運営二部

ホテル・リゾート
営業室

ホテル・リゾート
運営一部

ホテル・リゾート
営業室

ホテル・リゾート
事業二部

ホテル・リゾート
事業一部

本部
支社
部門（部・部に準ずる室・支店・研究所）
室

会社組織図

サステナビリティ推進本部

サステナビリティ
推進部

環境・エネルギー
事業部

東京ミッドタウン
日比谷事業室

内幸町
プロジェクト室

ベンチャー共創
事業部

ライフサイエンス・
イノベーション推進部

ビジネスイノベーション
推進部 関連事業部日比谷街づくり

推進部
日本橋街づくり
推進部

八重洲街づくり
推進室

商業施設
運営一部

＆mall事業室

商号
本社

設立
資本金
上場取引所

株式数

株主数
株主名簿管理
および特別口座
の口座管理機関
従業員数
Webサイト

三井不動産株式会社
〒103-0022
東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号
TEL （03）3246-3131
1941年7月15日
340,552百万円
東京証券取引所（証券コード：8801）

発行可能株式総数：3,290,000,000株
発行済株式数：948,451,327株
53,464名
三井住友信託銀行株式会社

1,973名（連結：24,706名）
https://www.mitsuifudosan.co.jp/

外国人 48.27%

その他国内法人 7.73%

金融機関 34.46%

個人・その他 4.66%

証券会社 3.30% 自己名義株式 1.58%

会社概要

株主構成比（株式所有割合）

大株主の状況

株主名 所有株式数（千株）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）  

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）
ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー ５０５２３４
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

鹿島建設株式会社

ジェーピー モルガン チェース バンク 380072
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

ビ－エヌワイエム アズ エ－ジ－テイ クライアンツ 10 パ－セント
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

ジェーピー モルガン チェース バンク 385635
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

ジェーピー モルガン チェース バンク 385781
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

エヌエスエル デイテイテイ クライアント アカウント 1
（常任代理人 野村證券株式会社）

合計

163,599

70,837

19,843

16,609

13,362

13,000

12,808

12,640

12,509

12,508

347,719

17.53 

7.59 

2.13 

1.78 

1.43 

1.39 

1.37 

1.35 

1.34 

1.34 

37.25 

所有株式数の割合（%）

会社概要／株式情報 （2023年3月31日時点）

法人営業
推進室

法人営業室

法人営業室

法人事業室

法人営業室

霞が関
法人営業室

新宿
法人営業室

法人営業
統括一部

法人営業
一部

法人営業
統括二部
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賛同するイニシアチブ

社外からの評価

三井不動産グループの理念や目標と合致する国際的イニシアチブ「国連グローバル・コンパクト」をはじめ、

以下の憲章等に賛同・署名しています。
● 国連グローバル・コンパクト  ● 持続可能な開発目標（SDGs） 　 ● 世界人権宣言 
● 労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言 ● 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」  ● 日本経済団体連合会「企業行動憲章」
● OECD多国籍企業行動指針 ● 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） ● RE100

※  「プラチナくるみん」認定は、三井不動産レジデンシャル（株）にて取得

株主総会 投資家・アナリスト向け決算説明会

THE INCLUSION OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, 
SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION 
OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES.
THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

ESGインデックスへの組み入れ状況 （2023年8月末現在）

サステナビリティに関する各種評価・認定 （2023年8月末現在）

IR活動
取り組み方針

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るべく、

株主との建設的な対話に積極的に取り組み、さらなる企業価値

向上に努めてまいります。また株主・投資家の皆様への適確な情

報開示と建設的な対話を行うことにより、長期的な信頼関係の構

築に努めてまいります。

株主の皆様との建設的な対話促進に関する当社窓口はIR室と

し、担当取締役等が統括することといたします。 

また、株主の皆様から信頼される情報開示の充実に加え、各関係

部門は適切に情報交換を行います。株主の皆様との対話内容

は、必要に応じて、経営陣幹部、社外取締役を含む取締役および

監査役に共有することとしており、適宜経営会議および取締役会

にフィードバックいたします。 

基本的な考え方 建設的な対話に関する体制整備・取り組み方針 

2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績

株主総数（３月末時点）

議案可決率

39,243名

100％

38,787名

100％

53,464名

100％

345

6

2

3

0

0

290

6

2

4

0

0

320

6

2

21

0

0

2020年度実績活動内容 2021年度実績 2022年度実績

機関投資家向け個別ミーティング

投資家・アナリスト向け決算説明会

社長スモールミーティング

個別事業説明会・物件見学会

海外ロードショー※1

個人投資家向け説明会※2

主なIR活動実績

株主総会

株主・投資家の皆様との対話実績

※1 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、2019年11月以降は実施しておりません。
※2 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、2020年1月以降は実施しておりません。
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